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大学発ベンチャーへの期待

－大学発ベンチャーの飛躍の条件を考える－

２００５．０６．２６

筑波大学 副学長（研究・産学連携）担当

油田 信一
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大学発ベンチャーの意義
（大学にとって）

教員発ベンチャー

研究成果の実用化の促進

研究成果普及型のベンチャー

大学の研究室では出来ない研究・技術開発

研究開発型のベンチャー

社会のニーズを直接知り研究テーマや進め方に反映

教員の行動範囲が広がり広い視点を持つ

学生発ベンチャー

学生のアイディアや技術の社会への適用

勉強すること・経験することへのモティベーション
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研究成果普及型ベンチャー（筑波大学発）の成功例

（株）つくばウエルネスリサーチ

地域の中高齢者の健康づくりプログラムの研究開発と実践の指
導を目的として、筑波大学現職教員により平成14年7月に設立
受益者の相応の負担により資金を集め、人材を養成をして筑波
大学の体育科学系の研究成果を普及

研究成果の普及以外のメリット
・学生に教育の場を提供

・学生に卒業後の就職の場を提供

・全国から膨大なデータを収集し、研究に還元

売上高は3億円に達し（平成16年度）、地域の金融機関からの人
材派遣を受けて平成18年度中にも上場を目指している
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大学発ベンチャーの現状と課題
－ 大学発ベンチャーに関する全国調査
（2004年度）から

大学発ベンチャーに関する全国調査（筑波大学 菊本他）

文部科学省の21世紀型産学官連携手法の構築に係るモデルプログラ
ムとして、筑波大学と横浜国立大学の共同研究として実施（2004年度
は5回目の調査）
第一次調査

2004年8月末現在で、全国の国公私立大学、大学共同利用機関、高
等専門学校を対象として大学発ベンチャーの所在調査を実施（別に政
府系研究所に対しても実施）（大学発ベンチャーは916社が判明）
第二次調査

所在が判明した大学発ベンチャーに調査票を郵送し、そのうち269の
ベンチャーから回答（回答率30.3％）



調査結果 － 大学発ベンチャー（２００
４）
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（業種別） （現在の成長段階）



資本金（単位：円）

回答数：263件

300万未満
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32%

3,000～5,000万
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（2004年10月現
在）



売上高
（直近の会計年度 単位：円）

回答数：208件

3,000～5,000万
10%

5～10億
2%

10億以上
2%

1～5億
16%

5,000万～1億
13%

1,000～3,000万
21%

100～1,000万
21%

100万未満
15%

回答数：154件

‐100万～0
8%

5000～1億円
0%

1億円以上
2%

1,000～3,000万
5%
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（単位：円）

（2004年10月現在）



大学発ベンチャーの平均像

項 目 2004年10月現在の大学発ベンチャー

特 徴 的 な 傾 向 3,000万円未満が全体の63％
資 本 金

平均 （ 最 も 多 い 領 域 ） 1億3,000万円（1,000～3,000万円<32%>)

平均 （ 最 も 多 い 領 域 ） 9.7人（0～9人<72％>）

平 均 （ 最 も 多 い 領 域 ） 1億900万円（100～1,000万円<21％>、1,000～3,000万
円<21％>）

平 均 （ 最 も 多 い 領 域 ） －170万円（－100万円未満＜35％＞）

特 徴 的 な 傾 向

特 徴 的 な 傾 向

特 徴 的 な 傾 向

10人未満が全体の72％
社 員 数

3,000万円未満が全体の56％
売 上 高

100万円未満が全体の72％（赤字が44％）
経 常 利 益



現在の問題点（複数回答）
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研究開発資金の
不足
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運転資金
不足 32%

資金調達問題の内訳

営業スタッフ
不足  31%

その他
5%

マネジメント・
スタッフ不足
24%

技術開発
スタッフ不足40%

スタッフ確保問題の内訳
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大学発ベンチャー調査のまとめ（１）

１．2004年度においても引き続き大学発ベンチャーが大
幅に増加する傾向

２．現在の成長段階では、準備期のものが全体の36％
３．売上高では3,000万円未満が全体の56％、経常利益
では赤字のものが44％
４．資本金が3,000万円未満が全体の63％、上記の傾向
を考慮すると、設立後3～5年がベンチャーにとって正
念場で、この時期の支援が最も重要

適切な支援が行われないと将来有望なベンチャーも
潰してしまうおそれ
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大学発ベンチャー調査のまとめ（２）

大学発ベンチャーの現在の問題点としては、①スタッ
フの確保、②資金調達、③販売先が、３つの大きな課
題

スタッフの確保の内訳としては、営業スタッフとマネジ
メントスタッフの不足を合わせると全体の５５％であり、
技術開発スタッフの不足４０％を大幅に超えている

つまり、大学発ベンチャーにとって、経営の問題が極
めて重要
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大学発ベンチャーを成功させるために
－ 社会的・経済的影響の大きいものを

選択して支援

方策１．ビジネス・インキュベーション・マネージャーの
養成と確保

営業やマネジメントのスタッフ不足
が深刻な課題

大学発ベンチャーを側面から
サポートするビジネス・インキュ
ベーション・マネージャー

経営への参画が有効



方策２．有望なベンチャーに対するファンドの設立

設立後３年～５年の間の資金（特に
研究開発資金）の確保が課題

自治体と金融機関が一体と
なったベンチャー向けファンドの設立

社会的・経済的波及効果が大
きく、事業化可能性の高い技術
持ったベンチャーの選択

方策３．ベンチャーへの支援制度の整備

販路の確保等が重要問題 企業や金融機関などの技術の
目利きによる技術評価委員会を組織

国や自治体が率先して物品調達や
発注の制度を見直し
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